
 

 

 

 

 

 

 

年金記録訂正請求に係る答申について 
 

九州地方年金記録訂正審議会 

平成２７年８月３１日答申分 

 

 

 

  ○答申の概要 

 

    （１）年金記録の訂正の必要があるとするもの     ４件 

          

         厚生年金保険関係       ４件 

 

    （２）年金記録の訂正を不要としたもの        ４件 

 

         国 民 年 金 関 係       １件 

 

         厚生年金保険関係       ３件 



 

厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1500009 号 

厚生局事案番号 ： 九州（厚）第 1500043 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を昭和 59 年５月１日から同

年４月１日に訂正し、同年４月の標準報酬月額を 36 万円とすることが必要である。 

昭和 59 年４月１日から同年５月１日までの期間については、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる

被保険者期間として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る昭和 59 年４月１日から同年５月１日までの期間の厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 昭和 59 年４月１日から同年５月１日まで 

昭和 59 年４月１日付けで親会社のＢ社（現在はＣ社）からＡ社へ出向異動となったが、厚

生年金保険の記録では、Ａ社における厚生年金保険被保険者の資格取得年月日は同年５月１日

となっている。 

請求期間においても、継続して勤務し、給与から厚生年金保険料を控除されていたはずなの

で、Ａ社における厚生年金保険被保険者の資格取得年月日を昭和 59 年４月１日に訂正し、年

金額に反映する記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ｃ社が提出した請求者に係る退職者名簿によると、請求者は昭和 51 年２月 16 日に入社し、

昭和 61 年２月３日に除籍されるまで継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ａ社の請求期間当時の元代表取締役は、同社とＢ社は関連会社であった旨回答してい

る上、雇用保険の被保険者記録及び企業年金連合会が提出した厚生年金基金の加入員台帳から

判断すると、請求者は、昭和 59 年４月１日付けで、Ｂ社からＡ社へ異動していることが確認

できる。 

さらに、請求者と同時期にＢ社からＡ社に異動したとする元同僚が提出した給与支給明細書

によると、請求期間に係る厚生年金保険料が控除されていることが確認できる。 

一方、オンライン記録によると、Ａ社は、昭和 59 年５月１日付けで厚生年金保険の適用事

業所となっており、請求期間において適用事業所となっていないが、同社に係る商業登記簿謄

本によると、同社は、請求期間当時、法人であることが確認できる上、同社が厚生年金保険の

適用事業所となった日に厚生年金保険の被保険者資格を取得した者に係る雇用保険被保険者

記録によると、全員が同年４月１日付けで被保険者資格を取得していることから、同社は、請

求期間において、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたと認められ

る。 

これらを総合的に判断すると、請求者は厚生年金保険被保険者として、請求期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認められる。 



 

また、請求期間の標準報酬月額については、Ａ社に係る厚生年金保険被保険者原票における

請求者の昭和 59年５月の厚生年金保険の記録から、36 万円とすることが妥当である。 

なお、請求者の請求期間に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ社の事業主及びＣ社は不明であると回答しているものの、昭和 59 年４月１日から同年５月

１日において、Ａ社は、厚生年金保険の適用事業所の要件を満たしていながら、事業主から厚

生年金保険新規適用届が提出されていなかったと認められることから、社会保険事務所（当時）

は、請求者の同年４月１日から同年５月１日までの期間に係る厚生年金保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 



 

厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1500089 号 

厚生局事案番号 ： 九州（厚）第 1500047 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ事業所における平成 24年 12月 29日の標準賞与額を 16万 6,000 円に訂正するこ

とが必要である。訂正後の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の規定により、保険

給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、請求者のＡ事業所における請求期間の標準賞与額を、18万 8,000 円に訂正することが

必要である。当該期間の標準賞与額（厚生年金特例法第１条第５項の規定により、保険給付の

計算の基礎になる記録として訂正する標準賞与額を除く。）については、厚生年金保険法第 75

条本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準賞与額として記録することが必要

である。 

 第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 55 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 平成 24年 12 月 

厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、Ａ事業所に勤務している期間のうち、請求

期間に係る標準賞与額の記録が無いことが分かった。請求期間に賞与が支給されていたので、

調査の上、請求期間の標準賞与額を年金額に反映させるとともに、年金額に反映されなくても

事実に即した記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者から提出された給料明細書、Ａ事業所から提出された給料台帳等の関連資料及び事業

主の陳述によると、請求者は、平成 24 年 12 月 29 日において、賞与の支給を受け、厚生年金

保険料を事業主により当該賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、前述の給料明細書及び給料台帳には、平成 24 年 12 月分として支給された給与及び賞

与に係る厚生年金保険料が合算して記載されているところ、事業主は、請求期間の厚生年金保

険料について、請求期間以前の厚生年金保険料率を適用するなどの誤った計算を行った旨回答

しており、実際に控除された厚生年金保険料は、賞与支給額（18万 8,000 円）に見合う標準賞

与額に基づく厚生年金保険料額よりも低い額であると推認できる。 

一方、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉徴収していたと認められる厚生年金保険料額又は請求

者の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。  

 したがって、前述の給料明細書及び給料台帳により確認又は推認できる賞与支給額及び厚生

年金保険料の控除額から、標準賞与額を 16 万 6,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、



 

事業主は、請求期間について、請求者に係る厚生年金保険料を納付したか否かは不明と回答し

ている一方、請求者の厚生年金保険被保険者賞与支払届を年金事務所に対し提出していなかっ

ったことを認めていることから、年金事務所は、請求者の請求期間に係る厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

一方、前述の給料明細書、給料台帳等の関連資料及び事業主の陳述により、平成 24年 12 月

29 日に係る標準賞与額 18 万 8,000 円に相当する賞与が、事業主により請求者へ支払われてい

たことが確認できる。 

以上のことから、請求者のＡ事業所における平成24年12月 29日の標準賞与額を18万8,000

円に訂正することが必要である。 

なお、上記訂正後の標準賞与額（厚生年金特例法第１条第５項の規定により、保険給付の計

算の基礎となる標準賞与額として訂正する記録を除く。）については、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準賞与額として記録することが必要で

ある。 

 



 

厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1500111 号 

厚生局事案番号 ：  九州（厚）第 1500048 号 
 

第１ 結論 

請求者のＡ事業所（現在はＢ事業所）における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日を昭

和 50 年 10 月１日から同年９月２日に訂正し、同年９月の標準報酬月額を 13 万 4,000 円とす

ることが必要である。 

昭和 50 年９月２日から同年 10 月１日までの期間については、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律第１条第５項の規定により、保険給付の計算の基礎となる

被保険者期間として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る昭和 50 年９月２日から同年 10 月１日までの期間の厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 昭和 50 年９月２日から同年 10 月１日まで 

私は、昭和 49年４月からＣ事業所に勤務し、昭和 50 年９月２日から同事業所の分社である

Ａ事業所に継続して勤務したにもかかわらず、同事業所における厚生年金保険被保険者の資格

取得年月日は、同年 10月１日とされているので、資格取得日を訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

Ａ事業所に係る事業所別被保険者名簿により、請求期間において、厚生年金保険被保険者記

録が確認できる複数の同僚は、請求者がＣ事業所からＡ事業所に異動した旨陳述しており、Ｃ

事業所は、Ａ事業所とは関連事業所であった旨回答していることから判断すると、請求者は、

請求期間に継続して勤務し（Ｃ事業所からＡ事業所に異動）、当該期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

なお、異動日については、前述の同僚の陳述から判断すると、請求者のＣ事業所に係る厚生

年金保険の資格喪失日である昭和 50 年９月２日とするのが妥当である。 

また、請求期間の標準報酬月額については、Ａ事業所に係る事業所別被保険者名簿における

請求者の昭和 50年 10 月の厚生年金保険の記録から 13 万 4,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

Ｂ事業所は当時の資料が保管されておらず、不明と回答しているが、雇用保険及び厚生年金保

険の記録における資格取得日は昭和 50年 10 月１日となっており、公共職業安定所及び社会保

険事務所(当時)の双方が誤って記録したとは考え難いことから、事業主から同日を資格取得日

として厚生年金保険被保険者資格取得届が提出され、その結果、社会保険事務所は、請求者に

係る同年９月分の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に

係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



 

厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1500090 号 

厚生局事案番号 ： 九州（厚）第 1500049 号 

 

第１ 結論 

請求者のＡ事業所における平成 24 年 12 月 29 日の標準賞与額を７万 9,000 円に訂正するこ

とが必要である。訂正後の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付

の特例等に関する法律（以下「厚生年金特例法」という。）第１条第５項の規定により、保険

給付の計算の基礎となる標準賞与額として記録することが必要である。 

事業主は、請求者に係る上記訂正後の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

また、請求者のＡ事業所における請求期間の標準賞与額を、10万円に訂正することが必要で

ある。当該期間の標準賞与額（厚生年金特例法第１条第５項の規定により、保険給付の計算の

基礎になる記録として訂正する標準賞与額を除く。）については、厚生年金保険法第 75 条本文

の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準賞与額として記録することが必要である。 

 第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 平成元年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 平成 24年 12 月 

厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、Ａ事業所に勤務している期間のうち、請求

期間に係る標準賞与額の記録が無いことが分かった。請求期間に賞与が支給されていたので、

調査の上、請求期間の標準賞与額を年金額に反映させるとともに、年金額に反映されなくても

事実に即した記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者から提出された給料明細書、Ａ事業所から提出された給料台帳等の関連資料及び事業

主の陳述によると、請求者は、平成 24 年 12 月 29 日において、賞与の支給を受け、厚生年金

保険料を事業主により当該賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、前述の給料明細書及び給料台帳には、平成 24 年 12 月分として支給された給与及び賞

与に係る厚生年金保険料が合算して記載されているところ、事業主は、請求期間の厚生年金保

険料について、請求期間以前の厚生年金保険料率を適用するなどの誤った計算を行った旨回答

しており、実際に控除された厚生年金保険料は、賞与支給額（10万円）に見合う標準賞与額に

基づく厚生年金保険料額よりも低い額であると推認できる。 

一方、厚生年金特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び

保険給付が行われるのは、事業主が源泉徴収していたと認められる厚生年金保険料額又は請求

者の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のい

ずれか低い方の額を認定することとなる。  

 したがって、前述の給料明細書及び給料台帳により確認又は推認できる賞与支給額及び厚生

年金保険料の控除額から、標準賞与額を７万 9,000 円とすることが妥当である。 

なお、事業主が請求者に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、

事業主は、請求期間について、請求者に係る厚生年金保険料を納付したか否かは不明と回答し



 

ている一方、請求者の厚生年金保険被保険者賞与支払届を年金事務所に対し提出していなかっ

ったことを認めていることから、年金事務所は、請求者の請求期間に係る厚生年金保険料につ

いて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

一方、前述の給料明細書、給料台帳等の関連資料及び事業主の陳述により、平成 24年 12 月

29 日に係る標準賞与額 10 万円に相当する賞与が、事業主により請求者へ支払われていたこと

が確認できる。 

以上のことから、請求者のＡ事業所における平成 24 年 12 月 29 日の標準賞与額を 10 万円に

訂正することが必要である。 

なお、上記訂正後の標準賞与額（厚生年金特例法第１条第５項の規定により、保険給付の計

算の基礎となる標準賞与額として訂正する記録を除く。）については、厚生年金保険法第 75 条

本文の規定により、保険給付の計算の基礎とならない標準賞与額として記録することが必要で

ある。 

 



 

厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1500126 号 

厚生局事案番号 ： 九州（国）第 1500025 号 

 

第１ 結論 

   昭和 48 年５月から昭和 63年９月までの請求期間については、国民年金保険料を納付した期

間に訂正することを認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男      

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間  ： 昭和 48 年５月から昭和 63 年９月まで                  

請求期間の国民年金保険料については、特例納付により一括納付が可能な時期に 20 万円ず

つ２回、Ａ市Ｂ区役所の窓口で納付した。請求期間が未納期間となっているので、国民年金の

保険料納付済期間に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

   請求者は、請求期間に係る国民年金保険料について、特例納付が可能な時期に１回に 20 万

円ずつの金額を２回に渡り、Ａ市Ｂ区役所の窓口で納付した旨主張しているところ、請求  

期間において、第３回特例納付（実施期間は、昭和 53 年７月から昭和 55年６月まで）が実施 

  されている。 

   しかしながら、国民年金手帳記号番号払出簿（管理簿）によると、請求者の国民年金手帳記

号番号は、平成３年１月頃に払い出されていることが確認できる上、請求者に対して別の記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらないことから、前述の特例納付実

施期間において、請求期間は未加入期間であり、制度上、請求者は、当該期間に係る国民年金

保険料を特例納付することはできない。 

 また、Ａ市は、Ａ市Ｂ区役所の窓口では特例納付保険料を収納することはできなかった旨回

答している。 

     さらに、請求者が請求期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）はなく、ほかに請求期間について、請求者の国民年金保険料が納付されていた

ことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   これら請求内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、請求者が 

請求期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

 



 

厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1500088 号 

厚生局事案番号 ： 九州（厚）第 1500044 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日及び喪失

年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

  請 求 期 間 ： 昭和 40 年９月頃から昭和 42 年 10 月頃まで 

年金記録を確認したところ、Ａ社に勤務していた期間は厚生年金保険の被保険者期間とな

っていないが、正社員として勤務し、厚生年金保険にも加入していた。勤務していた当時に

同社の現場があったＢ社Ｃ工場で撮影した写真もあるので、請求期間を厚生年金保険の被保

険者期間として、年金額に反映する記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者が勤務していた当時の写真を提出していること、また、請求者がＡ社における事業主

及び同僚として氏名を挙げた８人のうち７人については、同社に係る健康保険厚生年金保険被

保険者名簿により、請求期間の一部において厚生年金保険の被保険者記録が確認できることか

ら、勤務期間は特定できないものの、請求者がＡ社に勤務していた状況がうかがえる。 

しかしながら、請求期間当時、Ａ社に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できる複数の

同僚が、請求者と同じＤ職として勤務していたとして氏名を挙げた同僚 11 人のうち８人につ

いては、同社に係る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

また、オンライン記録によるとＡ社は昭和 40年 11 月１日付けで厚生年金保険の適用事業所

となっているものの、昭和 43 年８月 16日付けで厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、請求期間当時の事業主の親族は、事業主は既に他界していると陳述していることから、請

求者の請求期間における勤務実態及び厚生年金保険料控除について証言を得ることができな

い。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、請求期間に請求者の氏名

等は確認できない上、健康保険の整理番号に欠番はない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年金

保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 

 



 

厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1500099 号 

厚生局事案番号 ： 九州（厚）第 1500045 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ社（現在はＢ社）における厚生年金保険の被保険者資格の取

得年月日及び喪失年月日の訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： 昭和 63 年３月 28 日から同年７月１日まで 

   私は、Ａ社に係る「内定通知書」に記載されている出社日である昭和 63 年３月 28日に正社

員として採用され、同年６月末まで勤務した。給与から厚生年金保険料を控除されていたはず

なので、請求期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者が請求期間において、Ａ社に勤務していた者として氏名を挙げた同僚の陳述から、勤

務期間は特定できないものの、請求者は同社に勤務していたことが推認できる。 

しかしながら、Ａ社に係るオンライン記録によると、請求者が自身の業務内容、雇用形態等

が同じであり、同日付けで同社に入社したとして氏名を挙げた同僚二人については、同社に係

る厚生年金保険の被保険者記録が確認できない。 

また、オンライン記録により、請求期間において、Ａ社に係る厚生年金保険の被保険者資格

を取得したことが確認できる複数の同僚は、当時の正社員の社会保険の取扱いについて、試用

期間中は厚生年金保険に加入していなかったこと、厚生年金保険に加入してなかった従業員が

いたこと等を陳述していることから、同社は、全ての従業員について、必ずしも入社と同時に

厚生年金保険に加入させていたとは限らない事情がうかがえる。 

さらに、Ｂ社は、請求者の請求期間に係る勤務実態、厚生年金保険料の控除等について、当

時の資料が保管されていないため不明である旨回答している。 

加えて、Ａ社に係るオンライン記録において、請求期間に請求者の氏名等は確認できず、健

康保険の整理番号に欠番はない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年金

保険被保険者として請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことを認めることはできない。 



 

厚生局受付番号 ： 九州（受）第 1500076 号 

厚生局事案番号 ： 九州（厚）第 1500046 号 

 

第１ 結論 

請求期間について、請求者のＡ市Ｂ事業所Ｃ課における厚生年金保険被保険者資格の取得年

月日及び喪失年月日並びにＡ市Ｄ事業所における厚生年金保険被保険者資格の取得年月日の

訂正を認めることはできない。 

 

第２ 請求の要旨等 

１ 請求者の氏名等 

氏 名 ： 男  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住 所 ：  

 

２ 請求内容の要旨 

請 求 期 間 ： ① 平成 10 年４月１日から平成 11 年４月１日まで 

② 平成 12 年４月１日から平成 13 年４月１日まで 

平成 10 年３月にＡ市内のＥ事業所を定年退職後、同年４月１日から平成 15 年３月 31日ま

での５年間、Ａ市Ｆ業務員として、Ａ市Ｂ事業所が管轄していたＡ市Ｇ事業所に勤務していた。

平成11年４月１日から平成12年４月１日までの期間及び平成13年４月１日から平成15年４

月１日までの期間については、それぞれＡ市Ｂ事業所Ｃ課及びＡ市Ｄ事業所において厚生年金

保険の被保険者記録が確認できるにもかかわらず、請求期間に係る厚生年金保険の被保険者記

録が確認できない。 

 請求期間を厚生年金保険の被保険者期間として年金額に反映する記録に訂正してほしい。 

 

第３ 判断の理由 

請求者が提出した委嘱状、Ａ市の回答、複数の同僚の回答等から、請求者が請求期間①及び

②を含む平成 10 年４月１日から平成 15 年３月 31 日までの期間において、Ａ市Ｆ業務員とし

てＡ市Ｇ事業所に勤務していたことは認められる。 

しかしながら、請求者と同様にＥ事業所Ｈ組合の組合員資格を喪失後、平成 10 年４月１日

から平成 15 年３月 31日までの５年間、Ｆ業務員としてＡ市内のＩ事業所等に勤務したと陳述

している複数の同僚は、オンライン記録によると、全員、請求者と同様に平成 12 年２月 16 日

付けで、平成 11 年４月１日に遡ってＡ市Ｂ事業所Ｃ課において厚生年金被保険者資格を取得

し、平成 12 年４月１日付けで同資格を喪失した後、平成 13 年４月１日付けでＡ市Ｄ事業所に

おいて同資格を再度取得しており、請求期間①及び②に係る厚生年金保険の被保険者記録は確

認できない。 

また、Ａ市は、当時の資料が残されていないため、請求期間に係る厚生年金保険の届出及び

給与からの厚生年金保険料の控除については、不明である旨回答している上、前述の同僚を含

む複数の同僚は、平成 10 年度及び平成 12 年度について、Ａ市Ｂ事業所から厚生年金保険には

加入しない旨の説明があり、当該期間については、給与から厚生年金保険料を控除されたこと

はなかったと回答している。 

さらに、Ａ市Ｂ事業所Ｃ課及びＡ市Ｄ事業所に係るオンライン記録によると、請求期間にお

いて、請求者の厚生年金保険の被保険者記録は確認できず、健康保険の整理番号に欠番はない。 

なお、オンライン記録によると、請求者が勤務していたＡ市Ｇ事業所は、請求期間当時、厚

生年金保険の適用事業所であったことが確認できるものの、請求者及び請求者が氏名を挙げた



 

同僚の当該事業所に係る厚生年金保険の被保険者記録は確認できない。 

このほか、請求者の請求期間における厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料及

び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、請求者が厚生年金

保険の被保険者として、請求期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 


